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備 考

人間文化課程 4 -
現代社会課程 4 -
経済経営課程 4 -

4 -
養護教諭養成課程 4 -
生涯教育課程 4 -

様式第２号（その１）

基　本　計　画　書

基 本 計 画

事 項 記 入 欄

医学部の収容定員変更

フ リ ガ ナ 　 ｺｸﾘﾂﾀﾞｲｶﾞｸﾎｳｼﾞﾝ ﾋﾛｻｷﾀﾞｲｶﾞｸ

設 置 者 国立大学法人弘前大学

計 画 の 区 分

フ リ ガ ナ 　 ﾋﾛｻｷﾀﾞｲｶﾞｸ

大 学 の 名 称 弘前大学  (Hirosaki University)

大 学 本 部 の 位 置 青森県弘前市大字文京町１番地

大 学 の 目 的
  教育基本法（平成18年法律第120号）第７条の規定に基づき，広く知識を授け，深
く専門の学芸を教授研究し，知的，道徳的及び応用的能力を展開させ，人類文化に貢
献しうる教養識見を備えた人格者を育成することを目的とする。

定 員 を 増 加 す る 目 的

  現在の医療を取り巻く環境の変化や社会経済状況の変化に伴い，医師の不足・地域
偏在は依然として大きな問題であり，へき地を含む地域での医師の確保は極めて困難
なものとなってきている。 本学が位置する青森県も例外ではなく，全国有数の医師
不足県であることから，青森県内における深刻な医師不足の解消と青森県内への医師
の定着率の向上を図るため，新医師確保総合対策に基づき，医学部医学科の入学定員
増（10名）を行う。

新 設 学 部 等 の 名 称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

学位又
は称号

開設時期及
び開設年次

所　在　地

年 人 年次
人

人 　　年　月
第　年次

４４０
４６０

４８０

５８０

 １１５

 １２０

　 ２５

人文学部

　 ７０

学士（人文社
会科学）

青森県弘前市大字文京
町１番地

 １１０

青森県弘前市大字文京
町１番地

学士(教育学)教育学部
学校教育教員養成課程

１００
２８０

 １４５

医学科 6

保健学科 4

数理科学科 4 -
物理科学科 4 -
物質創成化学科 4 -

4 -
電子情報工学科 4 -
知能機械工学科 4
学部共通

生物学科 4 -
分子生命科学科 4 -
生物資源学科 4 -
園芸農学科 4 -
地域環境工学科 4 -
生物機能科学科 -
応用生命工学科 -
生物生産科学科 -
地域環境科学科 -

文化科学専攻 2 -
応用社会科学専攻 2 -

青森県弘前市大字文京
町１番地

 １０

   ６

  ２０

  １２

１６０
１４０
１６０

（０）
（０）

１６０
１６０

２３２
２３２

２３２

(５６０)

（０）
（０）

１８４
地球環境学科

   ５８
   ５８

　４０
   ４０
   ４６
   ５８

 (８０)
新
設
学
部
等
の
状
況

 （０）
 （０）
 （０）

 ２００

農学生命科学部

学士（医学）

理工学部 学士(理工学)

平成20年4月
第１年次

１６０

１０   ２０

学士（農学生
命科学）

   ４０
   ３０

平成20年４月
第１年次

青森県弘前市大字在府
町５番地

   ４０
   ４０
   ３５

 （０）

１２０

青森県弘前市大字文京
町３番地

 平成19年９月
 届出予定

平成29年度まで

３年次

３０

青森県弘前市大字文京
町３番地

２０

学士（看護学
又は保健学）

青森県弘前市大字本町
６６番地１

８６０
３年次

６２０
医学部 ３年次

　 ９０

大学院人文社会科学研究科
（修士課程）

修士（人文社

会科学）
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大学院教育学研究科

学校教育専攻 2 -
教科教育専攻 2 -
養護教育専攻 2 -

大学院医学研究科

医科学専攻 4 -

大学院保健学研究科

　　保健学専攻 2 -

保健学専攻 3 -

大学院理工学研究科

数理システム科学専攻 2 -
物質理工学専攻 2 -
地球環境学専攻 2 -

2 -

2 -
（博士後期課程）

機能創成化学専攻 3 -
安全システム工学専攻 3 -

大学院農学生命科学研究科

生物機能科学専攻 2 -
応用生命工学専攻 2

青森県弘前市大字文京
町１番地

青森県弘前市大字在府
町５番地

青森県弘前市大字本町
６６番地１

青森県弘前市大字文京
町３番地

青森県弘前市大字文京
町３番地

    ４

  １２

１６

  １６

  １６

  １６

    ４

   ６

 ３３

   ３

  ５５

  １０

  １２

  ６６

    ６

  ５０

  ２７

（修士課程）

（博士課程）

（博士前期課程）

（博士後期課程）

（博士前期課程）

電子情報システム工学専攻

知能機械システム工学専攻

  ２０

  ４４

  ３２

  ３２

  ３２

  １２

  １２

  ２４

３２

博士（理学又
は工学）

修士（農学生
命科学）（修士課程）

  ２２

  ２５

    ９

修士(保健学)

博士(保健学)

修士(教育学)

博士（医学）

２２０

修士(理工学)

応用生命工学専攻 2 -
生物生産科学専攻 2 -
地域環境科学専攻 2 -

大学院地域社会研究科 博士（学術）

地域社会専攻 3 -

  １６

    ６

青森県弘前市大字文京
町１番地

 １６

  １６   ３２

  ３２

  １８

(60) (6455)

学部３年次

計
1661 60 6515

（1651)

同一設置者内における
変 更 状 況
（ 定 員 の 移 行 ，
名 称 の 変 更 等 ）

  平成20年度から農学生命科学部に生物学科，分子生命科学科，生物資源学科，園芸
農学科，地域環境工学科を設置し，生物機能科学科，応用生命工学科，生物生産科学
科，地域環境科学科を廃止することについては，平成１９年９月文部科学省へ届出予
定。

（博士課程）

 ３２
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（０） （０）（０） （１）
０ １ ０ ０総合情報処理センター ０ １ ０

（０） （１） （０）

０ １ ０ ０
（０） （０）（０） （０） （１）

（０） （０）

遺伝子実験施設 ０ １ ０
（０）

（０） （１）
０ １ ０ ０

（０） （６）

２１世紀教育センター １ ０ ０
（１）

（０） （３）
０ ３ ０ ６大学院地域社会研究科 ３ ０ ０

（３） （０） （０）

６４ ０ １４
（０） （１４）

農学生命科学部 ３２ ２６ ２
（３２）

（１） （６）

（４） （６４）
４

（５） （１５）（９４）
１５ ９４ １ ６

８４ １３
（２７）（１９）（１９）（１９）（８４）（１３）

１９
(100)

２７ １９ １９

（１）（６） （０）

（141） （１）（１５）（５８）
１５ ５８ １４１ １

（９６）

大学院医学研究科

（３４）
５３ ３４ ６ ０ ９３ １ ９６

（９３）（５３）

－科目 －科目 －科目

講師 助教

人文学部
人

（０）

人人 人

（４４）（１１）
４４

２９
（３９）（２９）

２

（２６）

教育学部

大学院保健学研究科

大学院理工学研究科
（３９）

３９

０ ２
（０）（０） （０） （２） （０）

０

８
（３１）

（３５）

（２）

（２）

（０） （０）

（１）

１１

０ ０

－単位

８６ ０
人

兼任
教員

（８６）

（０）

（３１）

０

教育
課程

開設する授業科目の総数

－科目

講義

教授 准教授
教

員

組

織

専任教員等

０

３９ ３５ ５

（８）
３１

学　部　等　の　名　称

新設学部等の名称
計

０３１

演習 実習

生涯学習教育研究センター

－

（５６）
９５ ０ １

（９５） （０） （１）
５６

（０）
医学部附属病院

※医学研究科，
保健学研究科の
兼任教員は医学
部として一括

１００

計

卒業要件単位数

助手

（０） （６２）
６２

（152）

（３） （０）

合　　　　計

（１） （１） （１） （０）

０

既
設
分

０ ３ ３ ０

（０） （０）

保健管理センター １ １ １

０ ５ ０ ０国際交流センター １ ４ ０
（１）

２２７

０ １０
（０） （１） （０） （０） （１） （０） （１０）

（０）（０） （０） （２） （０）（２）

１

１９

－
（－）

－ －

－
（－） （－）

－

－ －

－

（－） （－）

２０６ ９０ １５２ ６７５ １９ 130
（302）（675）

（－）
－

（－）
－

（０）

学生就職支援センター ０１

計

（227） （206）

の

概

要

計

（０）

（１）

（４） （０）

０

（９０）（152）

－

（５）

（３）

１
（１）

（１９）

（－） （－）

６７５
（302）（675）（１９）

－ － －
（－）

302
（227） （206）（９０）
２２７

（－） （－） （－） （－）

２０６ ９０ １５２

（０） （７）
０ ７０地域共同研究センター

（０） （０）
０

該当なし

１
（０）

０

－　3　－
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附属病院面積

81,840㎡２３７，４８７ ㎡

１５６，９６２　㎡

１４６，３０２　㎡

３０３，２５８　㎡

１１３３

（１５）

附属病院建築面
積

16,007㎡

０　㎡

計共用する他の
学校等の専用

（　　　　０　㎡）

（１１３３）

０　㎡ ７０，０２０　㎡

８４，９３６　㎡０　㎡

計
共用する他の
学校等の専用

共　　用

共　　用

８４，９３６　㎡ ０　㎡

１５

計

３１３

７９２

人

（３１３）

教
員
以
外
の
職
員
の
概
要

専　　任 兼　　任

事 務 職 員

技 術 職 員

人 人

（１８３）

３２

１８３

（３２）

（７９２）

（０）

０

（１３）

１３

（６） （９）

６ ９

（９０９） （２２４）

９０９ ２２４

７２，０２０　㎡ ０　㎡

０　㎡

専　　用

０　㎡

３０３，２５８　㎡ ０　㎡ ０　㎡

１４６，３０２　㎡ ０　㎡ ０　㎡

２３７，４８７　㎡ ０　㎡

８２室 ４３１室

（２３７，４８７ ㎡）（　　　　０　㎡）

情報処理学習施設 語学学習施設

１３室
（補助職員５人）

３室
（補助職員０人）

（２３７，４８７㎡）

新設学部等の名称

演習室 実験実習室

１００室

運 動 場 用 地

小          計 １５６，９６２　㎡

校　舎　敷　地

職　　　種

合          計

校　　　舎

教室等

講義室

図 書 館 専 門 職 員

そ の 他 の 職 員

校
　
　
地
　
　
等

計

区　　　分 専　　用

室 数

１３

（６０９）

そ    の    他

（１３）

６０９

（２８１）

２８１

武道場 弓道場

１，４５７　㎡ 馬場

６２２，８８８　冊

テニスコート 50mプール

体育館以外のスポーツ施設の概要

大学全体

大学全体

大学全体

（817,009〔232,764〕） （24,744〔6,578〕） （2,567〔2,567〕）

2,567〔2,567〕　24,744〔6,578〕817,009〔232,764〕

電子ジャーナル

点

（2,016） （3,554）

室５７１

図
書
・
設
備

図書 学術雑誌

冊 種

817,009〔232,764〕 24,744〔6,578〕

〔うち外国書〕新設学部等の名称

点

視聴覚資料機械・器具 標本

点

（2,016） （3,554）

（2）

2

（2）

2,016 3,554

収 納 可 能 冊 数

１，６８１　㎡ １１９　席 １６４，８６４　冊

６，１０２　㎡ ５０１　席

閲覧座席数

３，３９４　㎡ 野球場

面積

新設学部等の名称

区分

本館

分館

計

図書館

（24,744〔6,578〕）

大学全体

〔うち外国書〕

（817,009〔232,764〕）

〔うち外国書〕

（2,567〔2,567〕）

2,567〔2,567〕　

室　　　数

2,016 3,554 2

サッカー場

国費
経費の見積り及び維持方法
の 概 要

体育館

区分

文京町

本町

面積

専 任 教 員 研 究 室

大学全体
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人文学部

　人間文化課程 4 －

　現代社会課程 4 －

　経済経営課程 4 －

4 －

　社会システム課程 4 －

4 －

4 －

　生涯教育課程 4 －

医学部

　医学科 6

　保健学科 4

理工学部

　数理科学科 4 －

定　員
超過率

２５

７０

学位又
は称号

１４５

４５２

３３０

４０

８０

２００

５８０

１００

５６０

所　在　地
開設
年度

修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

－

－

８６０

２８０

学士（人文社
会科学）

３年次

10

３年次

20

30

平１０
平成17年度から
学生募集停止

１２６

１１２ －

1.01

1.03

1.02

－

３６０

1.02 昭４０年 人

弘前大学  (Hirosaki University)

平１０

平１７

平１７

青森県弘前市大字
文京町１番地

大 学 の 名 称

１１０

１２０

学 部 等 の 名 称

１１５

年次
人

人

青森県弘前市大字
文京町３番地

1.08８０

青森県弘前市大字
文京町１番地

青森県弘前市大字
在府町５番地

学士（看護学
又は保健学）

1.02

1.06

1.01

1.01

1.01

学士（医学）

1.04

1.06

1.07

平　９

平１８

昭２４

昭２４

昭２４

平１２

平１２

平１２

平１２

平１０

既
設
大
学
の
状
況

　情報マネジメント課程

　学校教育教員養成課程

　養護教諭養成課程

学士(理工学)

青森県弘前市大字
本町６６番地１

教育学部 学士(教育学)

　物理科学科 4 －

　物質創成化学科 4 －

　地球環境学科 4 －

　電子情報工学科 4 －

　知能機械工学科 4 －

　数理システム科学科 4 －

　物質理工学科 4 －

4 －

4 －

農学生命科学部

　生物機能科学科 4 －

　応用生命工学科 4 －

　生物生産科学科 4 －

　地域環境科学科 4 －

１１６

１１６

１２０

1.00

－

平　９

平　９

平　９

平　９

８０

９２

－

５８

－

２３６

８０

１６０

１２０

－

－

４０

４６

５８

５８

１６０

青森県弘前市大字
文京町３番地

１６０

２００

２２０

学士（農学生
命科学）

1.05 平１８

1.01

1.06

1.04

1.07

1.01

平　９５０

５５

４０

４０

1.00

1.00

1.02

　電子情報システム工学科

　知能機械システム工学科

－

－

－

平成18年度から
学生募集停止

平１８

平　９

平１８

平１８

平　９

平　９

平　９

平　９

－　5　－
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文化科学専攻 2 １０ － ２０

応用社会科学専攻 2 ６ － １２

大学院教育学研究科

学校教育専攻 2 ６ － １２

教科教育専攻 2 ３３ － ６６

養護教育専攻 2 ３ － ６

大学院医学研究科

医科学専攻 4 ５５ －

大学院保健学研究科

　　保健学専攻 2 ２５ －

保健学専攻 3 ９ － ９

大学院医学系研究科

4 －

2 － ２５

大学院理工学研究科

数理システム科学専攻 2 １０ ２０

2.08

0.61

0.85修士(教育学)

－

－博士（医学）

修士(保健学)

修士(理工学)

0.66

平１１

所　在　地

0.71

0.99

開設
年度

定　員
超過率

平１１

平１１

平  ６

平  ６

平  ６

平１４

倍

0.74

学位又
は称号

0.80

1.33博士(保健学)

1.00

博士（医学）

修士(保健学)

修士（人文社

会科学）

平１４

人
年次

人

入学
定員

編入学
定　員

１１９

２５

１２８

人

収容
定員

既
設
大
学
院
の
状
況

医科学専攻（博士課程）

（博士前期課程）

（博士後期課程）

学 部 等 の 名 称
修業
年限

年大学院人文社会科学研究科

（修士課程）

（博士課程）

（修士課程）

1.14

保健学専攻（修士課程）

（博士前期課程）

0 90

－

平１６

平１９

平１４

平１７
平１７

平１７

平１９

平１９

－

※平成16年度医学
研究科医科学専攻
設置
平成17年度保健学
専攻を設置し，医
学研究科を医学系
研究科に改称
　
平成19年度医学系
研究科医科学専攻
を医学研究科医科
学専攻に名称変更

医学系研究科保健
学専攻を保健学研
究科保健学専攻と
した。

平成19年度か
ら学生募集停
止

昭３３

数理システム科学専攻 2 １０ － ２０

物質理工学専攻 2 ２２ － ４４

地球環境学専攻 2 １６ － ３２

2 １６ － ３２

2 １６ － ３２

（博士後期課程）

機能創成化学専攻 3 ４ － １２

安全システム工学専攻 3 ４ － １２

大学院農学生命科学研究科

生物機能科学専攻 2 １２ － ２４

応用生命工学専攻 2 １６ － ３２

生物生産科学専攻 2 １６ － ３２

地域環境科学専攻 2 １６ － ３２

大学院地域社会研究科 博士（学術）

地域社会専攻 3 ６ － １８

名　称：弘前大学医学部附属病院

規模等：建築面積　16,007㎡，附属病院面積　81,840㎡

1.16

1.03

平１４

平１４0.80

平１４

平１４

1.02

0.91

平１４1.77

平１４

平１４

平１４

平１６

平１６

平１６

平１４

平１４

（博士課程）

知能機械システム工学専攻

（修士課程）

0.83

1.02

修士（農学生
命科学）

博士（理学又
は工学）

電子情報システム工学専攻

1.62

1.27

0.96

0.80

0.90

附属施設の概要

目　的：医学教育，研究及び診療

所在地：青森県弘前市大字本町５３

設置年月：昭和２４年５月

0.34 平１４

－　6　－
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ホーム＞アクセスマップ 

■キャンパス案内 

 

各地区をクリックすると拡大図を表示できます。 

 

〒036-8560 弘前市文京町1番地 電話：0172-36-2111（代表） 
mailto:webmaster@cc.hirosaki-u.ac.jp

1/2 ページ弘前大学／キャンパス案内

2007/07/26http://www.hirosaki-u.ac.jp/access/hirosakimap/index.html
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■文京町/富野町地区へのアクセス 

  ■ＪＲ弘前駅 

 徒歩 約１５分  
 バス 約１０分 ３番のりば小栗山線「弘前大学前」下車  
 タクシー 約５分  

  ■弘前バスターミナル 

 徒歩 約１５分  
 バス 約１０分 バスターミナル前のりば小栗山線「弘前大学前」下車  
 タクシー 約５分  

  ■弘南鉄道 

 弘高下駅から徒歩 約５分 
 西弘前駅から徒歩 約７分  

■学園町地区へのアクセス 

  ■ＪＲ弘前駅 

 バス 約２０分 ３番のりば学園町線「学園町」下車  
 タクシー 約１０分  

  ■弘前バスターミナル 

 バス 約２０分 バスターミナル前のりば学園町線「学園町」下車  
 タクシー 約１０分  

■本町地区へのアクセス 

  ■ＪＲ弘前駅 

 徒歩 約３５分  
 バス 約１５分 ６番のりば駒越線「大学病院前」下車  
 タクシー 約１５分  

  ■弘前バスターミナル 

 徒歩 約３０分  
 バス 約１５分 １０番のりば駒越線「大学病院前」下車  
 タクシー 約１５分  

  ■弘南鉄道 

 ○中央弘前駅から徒歩 約７分  

Copyright 2006 Hirosaki Univ.All rights reserved. 

2/2 ページ弘前大学／キャンパス案内

2007/07/26http://www.hirosaki-u.ac.jp/access/hirosakimap/index.html
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弘前大学学則（案）

平成16年４月１日制定

規 則 第 ２ 号

予定最終改正：平20.3.

目次

第１章 総則

第１節 目的，自己評価等及び情報の積極的な提供（第１条～第３条）

第２節 構成（第４条）

第３節 収容定員（第５条）

第２章 学部通則

第１節 学年，学期及び休業日（第６条～第８条）

第２節 修業年限（第９条～第11条）

第３節 教育課程及び履修方法等（第12条～第20条）

第４節 入学，退学，転学及び除籍（第21条～第35条）

第５節 休学及び留学（第36条～第40条）

第６節 卒業，学位及び教育職員免許状（第41条～第43条）

第７節 授業料（第44条・第45条）

第８節 科目等履修生，研究生，聴講生及び特別聴講学生（第46条～第50条）

第９節 学寮及び厚生施設（第51条～第55条）

第10節 賞罰（第56条・第57条）

第11節 公開講座及び寄附講義（第58条・第59条）

第12節 その他（第60条）

附則

第１章 総則

第１節 目的，自己評価等及び情報の積極的な提供

（目的）

第１条 弘前大学（以下「本学」という ）は，教育基本法（平成18年法律第120号）第。

７条の規定に基づき，広く知識を授け，深く専門の学芸を教授研究し，知的，道徳的及

び応用的能力を展開させ，人類文化に貢献しうる教養識見を備えた人格者を育成するこ

とを目的とする。

（自己評価等）

第２条 本学は，その教育研究水準の向上を図り，前条の目的及び社会的使命を達成する

ため，本学における教育研究活動等の状況について自ら点検及び評価を行い，その結果

を公表するものとする。

２ 本学は，前項の点検及び評価の結果について，本学の職員以外の者による検証を行う

よう努めるものとする。

（情報の積極的な提供）

第３条 本学は，本学における教育研究活動等の状況について，刊行物への掲載その他広

く周知を図ることができる方法によって積極的に情報を提供するものとする。

第２節 構成

（学部及び学科）

第４条 本学の学部に，次の学科及び課程を置く。

人 文 学 部 人間文化課程

現代社会課程

経済経営課程

教 育 学 部 学校教育教員養成課程

養護教諭養成課程
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生涯教育課程

医 学 部 医 学 科

保 健 学 科

理 工 学 部 数 理 科 学 科

物 理 科 学 科

物質創成化学科

地球環境学科

電子情報工学科

知能機械工学科

農学生命科学部 生 物 学 科

分子生命科学科

生物資源学科

園 芸 農 学 科

地域環境工学科

２ 前項の学部の教員組織は，別に定める。

第３節 収容定員

（収容定員）

第５条 収容定員は，別表第１のとおりとする。

第２章 学部通則

第１節 学年，学期及び休業日

（学年）

第６条 学年は，４月１日に始まり，翌年３月31日に終わる。

（学期）

第７条 学年を分けて，次の２学期とする。

前 期 ４月１日から９月30日まで

後 期 10月１日から翌年３月31日まで

（休業日）

第８条 休業日は，次のとおりとする。

(1) 日曜日及び土曜日

(2) 国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日

(3) 開学記念日（５月31日）

(4) 春季休業

(5) 夏季休業

(6) 秋季休業

(7) 冬季休業

(8) 学年末休業

２ 前項第４号から第８号までに規定する休業日については，毎年度学長が定める。

３ 第１項に定める休業日以外の臨時の休業日については，その都度学長が定める。休業

日を変更する場合も同様とする。

第２節 修業年限

（修業年限）

第９条 修業年限は，４年とする。

２ 前項の規定にかかわらず，医学部医学科の修業年限は，６年とする。

第１０条 科目等履修生として本学において一定の単位を修得した後に本学に入学する場

合で，当該単位の修得により本学の教育課程の一部を履修したと認められるときは，そ

の単位数等に応じて，相当期間を本学の修業年限の２分の１を超えない範囲で前条の修

業年限に通算することができる。
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２ 前項の修業年限の通算については，教授会の認定による。

（在学期間）

第１１条 在学期間は，８年を超えることができない。

， ， 。２ 前項の規定にかかわらず 医学部医学科の在学期間は 12年を超えることができない

第３節 教育課程及び履修方法等

（授業科目の区分）

第１２条 授業科目の区分は，21世紀教育科目（導入科目，技能系科目，基礎教育科目及

びテーマ科目 ，専門教育科目及び国際交流科目とする。）

（修得単位及び履修方法）

第１３条 卒業に必要な単位数は，124単位以上とする。

２ 前項の規定にかかわらず，医学部医学科の卒業に必要な単位数は，198単位以上とす

。 ， ， ，る ただし 教育上必要と認められる場合には 修得すべき単位の一部の修得について

これに相当する授業時間の履修をもって代えることができる。

３ 第12条に定める授業科目の単位数及び履修方法については，専門教育科目については

各学部が，21世紀教育科目及び国際交流科目については教育研究評議会の定めるところ

による。

（単位の計算方法）

第１４条 授業科目の単位数は，１単位45時間を標準とし，授業の方法に応じ，次の基準

によって計算する。

(1) 講義及び演習については，15時間から30時間までの範囲の時間をもって１単位とす

る。

(2) 実験，実習及び実技については，30時間から45時間までの範囲の時間をもって１単

位とする。

２ 前項の規定にかかわらず，卒業論文，卒業研究，卒業制作等の授業科目については，

これらの学修の成果を評価して単位を授与することが適切と認められる場合には，これ

らに必要な学修等を考慮して，各学部において単位数を定めることができる。

（他学部の授業の履修）

第１５条 学生は，他学部の授業を履修することができる。その場合，所属学部長を経て

当該学部長の許可を得なければならない。

（単位の授与）

第１６条 授業科目を履修した者に対しては，試験のうえ，合格した者に単位を与える。

（他の大学又は短期大学における授業科目の履修等）

第１７条 教育上有益と認めるときは，他の大学又は短期大学との協議に基づき，学生が

当該大学又は短期大学において履修した授業科目について修得した単位を，本学の定め

るところにより60単位（授業時間の履修をもって単位の修得に代える授業科目について

は，これに相当する授業時間数。次条第２項及び第19条第３項において同じ ）を超え。

ない範囲で本学における授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。

２ 前項の規定は，休学期間中に外国の大学又は短期大学において授業科目を履修する場

合，外国の大学又は短期大学が行う通信教育における授業科目を我が国において履修す

る場合及び外国の大学又は短期大学の教育課程を有するものとして当該外国の学校教育

制度において位置付けられた教育施設であって，文部科学大臣が別に指定するものの当

該教育課程における授業科目を我が国において履修する場合について準用する。

３ 前２項に関して必要な事項は，各学部で定める。

（大学以外の教育施設等における学修）

第１８条 教育上有益と認めるときは，学生が行う短期大学又は高等専門学校の専攻科に
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おける学修その他文部科学大臣が別に定める学修を，教授会の議に基づき，本学におけ

る授業科目の履修とみなし，単位を与えることができる。

２ 前項により与えることができる単位数は，前条第１項により修得したものとみなす単

位数と合わせて60単位を超えないものとする。

３ 前２項に関して必要な事項は，各学部で定める。

（入学前の既修得単位等の認定）

第１９条 教育上有益と認めるときは，学生が本学に入学する前に大学又は短期大学（外

国の大学又は短期大学を含む ）において修得した単位（大学設置基準（昭和31年文部。

省令第28号）第31条に定める科目等履修生として修得した単位を含む ）を教授会の議。

に基づき，本学に入学した後の本学における授業科目の履修により修得したものとみな

すことができる。

２ 教育上有益と認めるときは，学生が本学に入学する前に行った前条第１項に規定する

学修を，教授会の議に基づき，本学における授業科目の履修とみなし，単位を与えるこ

とができる。

３ 前２項により修得したものとみなし，又は与えることができる単位数は，編入学及び

転学等の場合を除き，本学において修得した単位以外のものについては，第17条第１項

及び前条第１項により修得したものとみなす単位数と合わせて60単位を超えないものと

する。

４ 前３項に関して必要な事項は，各学部で定める。

（成績）

第２０条 授業科目の履修成績は，秀，優，良，可，不可の評語で表わし，可以上を合格

とする。

第４節 入学，退学，転学及び除籍

（入学等の許可）

第２１条 入学，退学，編入学，転学及び再入学については，教授会の議を経て学長が許

可する。

（入学の時期）

第２２条 入学の時期は，学年の初めから30日以内とする。ただし，編入学及び再入学の

場合は，この限りでない。

２ 前項の規定にかかわらず，学年の途中においても，学期の区分に従い，入学させるこ

とができる。

（入学資格）

第２３条 入学資格を有する者は，次の各号の一に該当するものとする。

(1) 高等学校又は中等教育学校を卒業した者

(2) 通常の課程による12年の学校教育を修了した者又は通常の課程以外の課程によりこ

れに相当する学校教育を修了した者

(3) 専修学校の高等課程（修業年限が３年以上であることその他の文部科学大臣が定め

る基準を満たすものに限る ）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が。

定める日以後に修了した者

(4) 外国において，学校教育における12年の課程を修了した者又はこれに準ずる者で文

部科学大臣の指定したもの

(5) 文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有するものとして認定した在外教育

施設の当該課程を修了した者

(6) 文部科学大臣の指定した者

(7) 高等学校卒業程度認定試験規則（平成17年文部科学省令第１号）による高等学校卒

業程度認定試験に合格した者（同規則附則第２条の規定による廃止前の大学入学資格

（ ） 。）検定規程 昭和26年文部省令第13号 による大学入学資格検定に合格した者を含む

(8) 個別の入学資格審査により，高等学校を卒業した者と同等以上の学力があると大学
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において認めた者で，18歳に達したもの

（入学志願）

第２４条 入学を志願する者は，入学願書に別表第２に定めるところによる検定料及び別

に定める書類を添えて，所定の期間内に本学に提出しなければならない。

２ 既納の検定料は，返付しない。ただし，出願書類等による選抜（以下この項において

「第１段階目の選抜」という ）を行い，その合格者に限り学力検査その他による選抜。

（以下この項において「第２段階目の選抜」という ）を行って最終合格者を決定する。

方法による場合で，第１段階目の選抜で不合格となった者に対しては，指定の期日まで

の当該者の申出により，別表第２に定める第２段階目の選抜に係る額に相当する額を返

付する。

（入学者の選抜）

第２５条 入学者の選抜は，調査書，学力検査及びその他の能力・適性等に関する検査等

により行う。

（編入学）

第２６条 本学の第３年次に編入学することができる者は，次の各号の一に該当する者と

し，選考のうえ，許可する。

(1) 大学を卒業した者

(2) 短期大学又は高等専門学校を卒業した者

(3) 専修学校の専門課程（修業年限が２年以上であることその他の文部科学大臣の定め

る基準を満たすものに限る ）を修了した者。

(4) 大学に２年以上在学し，所定の単位を修得した者

(5) 外国において，学校教育における14年以上の課程（日本における通常の課程による

学校教育の期間を含む ）を修了した者。

(6) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより

当該外国の学校教育における14年以上の課程を修了した者

(7) 我が国において，外国の短期大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育におけ

る14年の課程を修了したとされるものに限る ）を有するものとして当該外国の学校。

教育制度において位置付けられた教育施設であって，文部科学大臣が別に指定するも

のの当該課程を修了した者

(8) その他前各号に定める者と同等以上の学力があると認められた者

２ 前項の規定による編入学のほか本学に編入学を志願する者があるときは，定員に欠員

がある場合に限り，選考のうえ，許可する。

３ 編入学に際しては，第24条（第２項ただし書を除く ，第25条，第29条及び第31条。）

の規定を準用する。

４ 編入学を許可された者の既修得単位の取扱い及び在学期間の通算については，教授会

の認定による。

（転学）

第２７条 本学に転学を志願する者があるときは，欠員がある場合に限り，選考のうえ，

許可する。

２ 転学に際しては，前条第３項及び第４項の規定を準用する。

（再入学）

， ， ，第２８条 第32条の規定により いったん退学した者で 再入学を願い出た者については

前条の規定を準用する。

（入学手続）

第２９条 入学者として選抜された者は，指定の期日までに所定の書類を提出するととも

に，別表第２に定めるところによる入学料を納付しなければならない。

２ 既納の入学料は，いかなる事情があっても返付しない。
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３ 入学の許可は，第１項の手続を完了した者に対して行う。

（入学料の免除又は徴収猶予）

第３０条 学長は，特別な事情により入学料の納付が著しく困難な学生及び経済的理由に

よって入学料の納付期限までに納付が困難な学生に対し，別に定めるところにより，入

学料の全部又は一部を免除し，又はその徴収を猶予することがある。

（入学許可の取消し）

第３１条 第29条第１項の提出書類に虚偽又は不正があった場合には，入学を取消す。

（退学，転学）

第３２条 退学又は他の学校に転学あるいは入学しようとする者は，理由を明記して学長

に願い出なければならない。

（転学部）

第３３条 学内で，他の学部に転じようとする者があるときは，転出及び転入する学部の

教授会の議を経て，学長が許可する。

（転学科）

第３４条 学部内で，他の学科に転じようとする者があるときは，教授会の議を経て，学

部長が許可する。

（除籍）

第３５条 次の各号の一に該当する者は，教授会の議を経て学長が除籍する。

(1) 第11条に定める在学期間を超える者

(2) 第38条第２項に定める休学期間を超えてもなお修学できない者

(3) 授業料の納付を怠り，督促を受けてもなお納付しない者

(4) 入学料の免除を申請し，不許可になつた者又は半額免除を許可された者並びに入学

料の徴収猶予を申請し，許可された者で，指定の期日まで納付すべき入学料を納付し

ない者

(5) 死亡又は長期間にわたり行方不明の者

第５節 休学及び留学

（長期欠席）

第３６条 病気その他の理由により，引き続き１か月以上欠席しようとする者は，期間及

び理由を明記して当該学部長に願い出なければならない。

２ 前項の欠席理由が病気による場合には，医師の診断書を添えなければならない。

（休学）

第３７条 病気その他の理由により，引き続き３か月以上出席することができない者は，

願い出により当該学部長の許可を得て休学することができる。

２ 前項の休学理由が病気による場合には，医師の診断書を添えなければならない。

３ 欠席が３か月以上にわたるときは，当該学部長は休学を命ずることがある。

（休学期間）

第３８条 休学の期間は，１年以内とする。ただし，特別の事情がある者は，願い出によ

り当該学部長の許可を得て，引き続き休学することができる。

２ 休学期間は，通算してその学部の修業年限を超えることができない。

３ 休学期間は，在学期間に算入しない。

（復学）

第３９条 休学を許可された期間内であっても，その理由が消滅したときは，願い出によ

り復学を許可することができる。
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（留学）

第４０条 学長は，教育上有益と認めるときは，教授会の議を経て外国の大学との協議に

基づき，学生を当該大学に留学させることができる。

２ 前項の規定により留学した場合には，第17条の規定を準用する。

３ 留学した期間は，第９条の修業年限に算入する。

第６節 卒業，学位及び教育職員免許状

（卒業）

第４１条 本学に４年以上在学し，所定の単位を修得した者には，教授会の議を経て学長

が卒業を認定する。

２ 前項の規定にかかわらず，医学部医学科にあつては，本学に６年以上在学し，所定の

単位を修得した者には，教授会の議を経て学長が卒業を認定する。

（学位）

， ，第４２条 前条により卒業を認定された者には 弘前大学学位規則の定めるところにより

学士の学位を授与する。

（教育職員免許状）

第４３条 本学において 教育職員免許法 昭和24年法律第147号 及び同法施行規則 昭， （ ） （

和29年文部省令第26号）に規定する所定の単位を修得したときに取得できる教育職員免

許状の種類，教科は，各学部の定めるところによる。

第７節 授業料

（授業料）

第４４条 授業料は，別表第２の定めるところによる額とし，年額の２分の１に相当する

額を，それぞれ次の２期に納付しなければならない。

前期 ４月

後期 10月

２ 前項の規定にかかわらず，学生の申出により，前期に係る授業料を納付するときに，

当該年度の後期に係る授業料を併せて納付することができる。

３ 入学年度の前期又は前期及び後期に係る授業料については，第１項の規定にかかわら

ず，入学を許可される者の申出により，入学を許可するときに納付することができる。

４ 既納の授業料は，返付しない。ただし，次の各号に該当する場合は，当該授業料を納

付した者の申出により，当該授業料相当額を返付する。

(1) 第２項の規定により授業料を納付した者が，後期分授業料の徴収時期前に休学又は

退学した場合

(2) 前項の規定により授業料を納付した者が，入学年度の前年度の３月31日までに入学

を辞退した場合

（授業料の免除又は徴収猶予）

第４５条 学長は，経済的理由によって授業料の納付が困難な学生に対し，別に定めると

ころにより，授業料の全部又は一部を免除し，又はその徴収を猶予することがある。

第８節 科目等履修生，研究生，聴講生及び特別聴講学生

（科目等履修生）

第４６条 本学学生以外の者で一又は複数の授業科目を履修しようとする者があるとき

は，教授会の議を経て，学長は科目等履修生として入学を許可する。

２ 科目等履修生として入学できる者は，第23条に定められた資格を有する者で，所定の

試験に合格した者とする。

３ 科目等履修生として入学しようとする者は，所定の期日までに科目等履修生入学願書

に履歴書，検定料及び別に指定する書類を添えて，当該学部長に提出しなければならな

い。
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４ 入学の時期は，学年又は学期の初めとする。

５ 検定料，入学料及び授業料の額は，別表第２に定めるところによる。

６ 科目等履修生として選抜された者は，指定の期間内に入学料を納付しなければならな

い。

７ 授業料は，第44条第１項から第３項までの規定に準じて納付しなければならない。

８ 既納の検定料，入学料及び授業料は，返付しない。ただし，授業料については，第44

条第４項の規定を準用する。

９ 履修した授業科目について，試験を受け合格した者には，所定の単位を与え，当該学

部長が単位修得証明書を交付する。

（研究生）

第４７条 本学教員の指導を受けて特定の専門分野を研究しようとする者があるときは，

教授会の議を経て，学長は研究生として入学を許可する。

２ 研究生の入学資格は，教授会が，大学を卒業した者又はこれと同等以上の学力がある

と認めた者とする。

３ 研究生として入学しようとする者は，研究生入学願書，履歴書，検定料及び別に指定

する書類を添えて，当該学部長に提出しなければならない。

４ 入学の時期は，学年又は学期の初めとする。

５ 検定料，入学料及び授業料の額は，別表第２に定めるところによる。

６ 研究生として選抜された者は，指定の期間内に入学料を納付しなければならない。

７ 授業料は，第44条第１項から第３項の規定に準じて納付しなければならない。

８ 既納の検定料，入学料及び授業料は，返付しない。ただし，授業料については，第44

条第４項の規定を準用する。

９ 研究生には，願い出により，当該学部長が，その研究事項につき証明書を交付する。

（聴講生）

第４８条 本学の授業を聴講しようとする者があるときは，教授会の議を経て，学長は聴

講生として入学を許可する。

２ 聴講生として入学できる者は，第23条に定められた資格を有する者で，所定の試験に

合格した者とする。

３ 聴講生として，入学しようとする者は，所定の期日までに聴講生入学願書，履歴書，

検定料及び別に指定する書類を添えて，当該学部長に提出しなければならない。

４ 入学の時期は，学年又は学期の初めとする。

５ 検定料，入学料及び授業料の額は，別表第２に定めるところによる。

６ 聴講生として選抜された者は，指定の期間内に入学料を納入しなければならない。

７ 授業料は，第44条第１項から第３項の規定に準じて納付しなければならない。

８ 既納の検定料，入学料及び授業料は，返付しない。ただし，授業料については，第44

条第４項の規定を準用する。

９ 聴講生には，願い出により，当該学部長が，その聴講事項につき証明書を交付する。

（特別聴講学生）

第４９条 他の大学若しくは外国の大学又は高等専門学校の学生で，本学の授業科目の履

修を希望する者があるときは，当該大学又は高等専門学校との協議に基づき，教授会の

議を経て，学長は特別聴講学生として入学を許可することができる。

２ 特別聴講学生の検定料，入学料及び授業料の徴収については，当該大学又は高等専門

学校との協議に基づき定める。

（その他の定め）

第５０条 科目等履修生，研究生，聴講生及び特別聴講学生については，この規則に定め

るもののほか別に定める。

第９節 学寮及び厚生施設

（学寮及び厚生施設）
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第５１条 本学に学寮及び厚生施設を置く。

（入寮）

第５２条 入寮を希望する学生は，別に定める手続により願い出なければならない。

２ 前項の願い出があった場合は，選考のうえ入寮を許可する。

（寄宿料）

第５３条 入寮を許可された者は，別表第２に定めるところによる寄宿料を，毎月その月

分を納付しなければならない。ただし，休業期間中の分は休業期間前に納付しなければ

ならない。

（寄宿料の免除）

第５４条 特別の事情がある場合は，別に定めるところにより，寄宿料を免除することが

できる。

（その他の定め）

第５５条 学寮及び厚生施設については，この規則に定めるもののほか別に定める。

第１０節 賞罰

（表彰）

第５６条 学生として表彰に値する行為があるときは，学部長の申出により，学長が表彰

する。

（懲戒）

第５７条 学則に違反し，又は学生の体面を汚す者があるときは，学部長の申出により学

長が懲戒する。

２ 懲戒は退学，停学及び訓告とする。ただし，退学は次の各号の一に該当する場合とす

る。

(1) 性行不良にして改善の見込みがないと認められる者

(2) 正当の理由がなくて出席常でない者

(3) 学校の秩序を乱し，その他学生としての本分に反した者

第１１節 公開講座及び寄附講義

（公開講座）

第５８条 社会人の教養を高め，文化の向上に資するため，本学に公開講座を設けること

ができる。

２ 公開講座に関し必要な事項は，別に定める。

（高大連携公開講座）

第５８条の２ 本学に高等学校と連携して行う公開講座（次項において「高大連携公開講

座」という ）を設けることができる。。

２ 高大連携公開講座に関し必要な事項は，別に定める。

（寄附講義）

第５９条 本学の学部又は学科に，民間等からの寄附金による寄附講義を開設することが

できる。

２ 寄附講義に関し必要な事項は，各学部で定める。

第１２節 その他

（学則等の改廃）

第６０条 この学則を改廃するときは，役員会の議を経なければならない。

２ この学則に基づき，各学部で定める事項は，教育研究評議会の議を経るものとする。
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附 則

１ この規則は，平成16年４月１日から施行する。

２ 廃止前の弘前大学学則（昭和40年規則第３号）は，この規則の施行にかかわらず，平

成16年３月31日に本学に在学する者（以下この項において「在学者」という ）及び平。

成16年４月１日以後において在学者の属する年次に編入学，転学又は再入学する者が本

学に在学しなくなる日までの間，なおその効力を有する。

附 則

１ この規則は，平成17年４月１日から施行する。

２ 改正後の別表第１の規定にかかわらず，平成17年度から平成19年度までの人文学部及

び本学の収容定員は，次のとおりとする。

学 部 課 程 平成17年度 平成18年度 平成19年度

人 間 文 化 課 程 436 444 452

人 文 学 部 現 代 社 会 課 程 110 220 330

経 済 経 営 課 程 120 240 360

平成17年度 平成18年度 平成19年度

合 計

5,006 5,244 5,482

３ 改正後の第４条の規定にかかわらず，人文学部の情報マネジメント課程及び社会シス

テム課程は，平成17年３月31日に当該課程に在学する者が当該課程に在学しなくなる日

までの間存続するものとし，平成17年度から平成19年度までの当該課程の収容定員は，

次のとおりとする。

学 部 課 程 平成17年度 平成18年度 平成19年度

情報マネジメント課程 378 252 126

人 文 学 部

社 会 シ ス テ ム 課 程 336 224 112

附 則

この規則は，平成17年４月18日から施行し，改正後の規定は，平成17年４月１日から適

用する。

附 則

この規則は，平成17年６月20日から施行する。

附 則

この規則は，平成17年12月１日から施行する。

附 則

１ この規則は，平成18年４月１日から施行する。

２ 改正後の別表第１の規定にかかわらず，平成18年度から平成20年度までの理工学部及

び本学の収容定員は，次のとおりとする。
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学 部 学 科 平成18年度 平成19年度 平成20年度

数 理 科 学 科 40 80 120

物 理 科 学 科 40 80 120

物 質 創 成 化 学 科 46 92 138

理 工 学 部 地 球 環 境 学 科 238 236 234

電 子 情 報 工 学 科 58 116 174

知 能 機 械 工 学 科 58 116 174

学 部 共 通 20 20 20

平成18年度 平成19年度 平成20年度

合 計

5,000 5,240 5,480

， ， ，３ 改正後の第４条の規定にかかわらず 理工学部の数理システム科学科 物質理工学科

電子情報システム工学科及び知能機械システム工学科は，平成18年３月31日に当該学科

に在学する者が当該学科に在学しなくなる日までの間存続するものとし，平成18年度か

ら平成20年度までの当該学科の収容定員は，次のとおりとする。

学 部 学 科 平成18年度 平成19年度 平成20年度

数 理 シ ス テ ム 科 学 科 120 80 40

物 質 理 工 学 科 240 160 80

理 工 学 部

電子情報システム工学科 180 120 60

知能機械システム工学科 180 120 60

４ 医学部医学科の平成17年度以前の入学者及び平成17年度以前の入学者の属する年次に

， ， ，編入学 転学又は再入学する者については 改正後の第13条第２項の規定にかかわらず

なお従前の例による。

附 則

１ この規則は，平成19年４月１日から施行する。ただし，第１条の改正規定は，平成19

年２月19日から施行し，改正後の第１条の規定は，平成18年12月22日から適用する。

２ 平成18年度以前の入学者及び平成18年度以前の入学者の属する年次に編入学，転学又

， ， 。は再入学する者については 改正後の第20条の規定にかかわらず なお従前の例による

附 則

１ この規則は，平成20年４月１日から施行する。

２ 改正後の別表第１の規定にかかわらず，平成20年度から平成22年度までの農学生命科

学部の収容定員並びに平成20年度から平成24年度までの医学部医学科及び本学の収容定

員は，次のとおりとする。
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平成20 平成21 平成22 平成23 平成24
学 部 学 科

年 度 年 度 年 度 年 度 年 度

医 学 部 医 学 科 570 580 590 600 610

生 物 学 科 40 80 120

分 子 生 命 科 学 科 40 80 120

農学生命科学部 生 物 資 源 学 科 35 70 105

園 芸 農 学 科 40 80 120

地 域 環 境 工 学 科 30 60 90

平成20 平成21 平成22 平成23 平成24

年 度 年 度 年 度 年 度 年 度

合 計

5,175 5,370 5,565 5,760 5,770

３ 改正後の第４条の規定にかかわらず，農学生命科学部の生物機能科学科，応用生命工

学科，生物生産科学科及び地域環境科学科は，平成20年３月31日に当該学科に在学する

者が当該学科に在学しなくなる日までの間存続するものとし，平成20年度から平成22年

度までの当該学科の収容定員は，次のとおりとする。

学 部 学 科 平成20年度 平成21年度 平成2 2年度

生 物 機 能 科 学 科 120 80 40

応 用 生 命 工 学 科 150 160 50

農学生命科学部

生 物 生 産 科 学 科 165 110 55

地 域 環 境 科 学 科 120 80 40
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別表第１（第５条関係）

学 部 学 科 ・ 課 程 入学定員 収容定員
第３年次編
入 学 定 員

人 間 文 化 課 程 115 460

人 文 学 部 現 代 社 会 課 程 110 440

経 済 経 営 課 程 120 480

学校教育教員養成課程 145 580

教 育 学 部 養 護 教 諭 養 成 課 程 25 100

生 涯 教 育 課 程 70 280

医 学 科 90 20 620

保 健 学 科

看 護 学 専 攻 80 10 340

放射線技術科学専攻 40 5 170

医 学 部

検 査 技 術 科 学 専 攻 40 5 170

理 学 療 法 学 専 攻 20 5 90

作 業 療 法 学 専 攻 20 5 90

数 理 科 学 科 40 160

物 理 科 学 科 40 160

物 質 創 成 化 学 科 46 184

理 工 学 部 地 球 環 境 学 科 58 232

電 子 情 報 工 学 科 58 232

知 能 機 械 工 学 科 58 232

学 部 共 通 10 20

生 物 学 科 40 160

分 子 生 命 科 学 科 40 160

農学生命科学部 生 物 資 源 学 科 35 140

園 芸 農 学 科 40 160

地 域 環 境 工 学 科 30 120
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合 計 1,360 60 5,780

別表第２

（１）学部等における検定料，入学料及び授業料

区 分 検 定 料 入 学 料 授 業 料

学 部 円 円 年額 円

１７，０００ ２８２，０００ ５３５，８００

科目等履修生 １単位あたり

９，８００ ２８，２００ １４，８００

研究生 月額

９，８００ ８４，６００ ２９，７００

聴講生 １単位あたり

９，８００ ２８，２００ １４，８００

備考

１ 第24条第２項に規定する第１段階目の選抜及び第２段階目の選抜に係る検定料の

額は，第１段階目の選抜にあっては 4,000円，第２段階目の選抜にあっては13,000

円とする。

２ 第26条から第28条に規定する編入学，転学及び再入学に係る検定料の額は，

30,000円とする。

， ，３ 平成10年度以前の入学者に係る授業料の額は 上記の表に定める額にかかわらず

入学時の授業料の額とする。

（２）寄宿料

区 分 寄 宿 料

月額 円

国際交流会館単身室 ５，９００

国際交流会館夫婦室 １１，９００

国際交流会館家族室 １４，２００

北溟寮・北鷹寮・朋寮 ７００
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医学部の収容定員変更の趣旨等を記載した書類

１ 収容定員変更の内容

医学部医学科の入学定員及び収容定員を次のとおり変更する。

〔変更前〕

学 部 学 科 入学定員 収容定員
第 ３ 年 次

編入学定員

医 学 部 医 学 科 ８０ ２０ ５６０

〔変更後〕

学 部 学 科 入学定員 収容定員
第 ３ 年 次

編入学定員

医 学 部 医 学 科 ９０ ２０ ６２０

２ 収容定員変更の必要性

現在の医療を取り巻く環境の変化や社会経済状況の変化に伴い，医師の不足・地域偏

在は依然として大きな問題であり，へき地を含む地域での医師の確保は極めて困難なも

のとなってきている。

本学が位置する青森県も例外ではなく，全国有数の医師不足県であることから，青森

県内における深刻な医師不足の解消と青森県内への医師の定着率の向上を図るため，本

学医学部医学科に平成１８年度から推薦入学の定員（３０名）内に１５名の青森県内枠

を設け，更に平成１９年度には青森県内枠を２０名に拡大してきたところである。

なお，推薦入学の選抜方法は，推薦書，調査書並び大学入試センター試験の成績，面

， ，接及び小論文の結果を総合して行うが 青森県内枠者を高得点順に２０名を選抜した後

改めて全国枠について高得点順に１０名を選抜する方法をとり，青森県内出身者を優先

している。また，面接時には出願要件の一つである「将来青森県内の地域医療又は医学

研究に従事する」旨の本人の意思を確認するようにしている。

また，平成２０年度からは，第３年次編入学（学士入学）についても，定員２０名の

〔資料１，資料２〕うち，５名を青森県内枠として設定したところである。

， ，本学医学部医学科の入学者について 過去５年間の青森県内出身者の占める割合は

約３０％前後であるが ，青森県内出身者が卒業後に青森県内に定着する卒業〔資料３〕

， 。者に占める割合は 過去８年間の統計を見ると７５％と非常に高い定着率となっている

〔資料４〕
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このことからも，青森県内枠の設定は，青森県内における深刻な医師不足解消の方策

として大きな効果が見込まれているが，新医師確保総合対策に基づき，期間を付した定

員増（１０名）を推薦入学の青森県内枠に充てることにより，青森県内への医師定着率

〔資料５〕を更に高めることが期待できる。

なお，定員増の募集は，平成２９年度までとする。

３ 収容定員変更に伴う教育課程等の変更内容

本学医学部医学科では，平成１４年度からコア・カリキュラムの作成に取りかかり，

平成１６年度入学者からコア・カリキュラムを適用させている。コア・カリキュラムの

適用により，医学部医学科の開設授業科目は全て必修となったため，学生への履修指導

を徹底する必要性があることから，毎年学年始めに全学年ごとのガイダンスを行い，１

科目でも単位を修得できない場合は留年になることを周知している。また，各授業科目

の最初の授業でも担当教員から同様の注意を喚起している。

地域医療・へき地医療に関する授業科目については，従来から必修科目として社会医

学に関する講義や臨床実習（クリニカル・クラークシップ）の中で既に実施しており，

このたびの学則変更（収容定員変更）に伴う教育課程の変更は特にない。

現在，地域医療に関する学部教育に関しては本学医学部医学科学務委員会と医学部医

学科医学教育センターが，研修医教育に関しては本学医学部附属病院地域医療支援セン

ターが担当しているが，これらを一本化して医学部医学科医学教育センター内に地域医

療教育担当の専門組織を設置し，学部教育カリキュラムの検討並びに青森県及び自治体

病院等との連携との取組を強化する。

なお，本学医学部医学科における地域医療・へき地医療に関する授業科目等は，次の

とおりである。

地域医療への関心と意欲を高めるための授業科目（１）

〔資料６〕1) 発展臨床医学Ⅰ

４年次前期に開設している本講義は，基礎系・臨床系の医学研究者が現在取

り組んでいる医療・保健活動の実例を学び，医師として将来取り組むべき社会

医学，予防医学の課題と進むべき方向性を考究するものであるが，特に青森県

の保健医療システム・疾病構造及び死亡統計の現状等の内容に重点を置いて授

業を実施している。

〔資料７〕2) 地域医療・へき地医療に関する講演会への４年次学生の参加

平成１７年度から本学医学部附属病院地域医療支援センターが全国各地で精

力的に地域医療及びその教育に取り組んでいる方々を講師として招聘し，開催

している地域医療・へき地医療に関する講演会に，４年次学生を「社会医学」

に関する講義の一環として出席させ，地域医療・へき地医療への関心を深めさ

せている。

平成１７年度

第１回 平成１８年２月３日
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テーマ： 現場から見た本件へき地医療の問題点と改善策」「

講 師：松岡史彦 青森県六ヶ所村 尾駮診療所 所長

第２回 平成１８年２月２８日

テーマ： 地域医療現場におけるEBMの実践と教育：地域の現場だから「

こそできたこと」

講 師：名郷直樹 (社)地域医療振興協会 地域医療研修センター長

第３回 平成１８年３月３０日

テーマ： 行動科学－患者，地域，○○が変わる－」「

講 師：八森 淳 (社)地域医療振興協会 地域医療研修 副 長センター センター

平成１８年度

第２回 平成１８年１２月６日

テーマ： 長崎県の離島医療 ～県と大学の新たな取り組み～」「

講 師：前田隆浩 長崎大学大学院医歯薬学総合研究科

離島・へき地医療学講座 教授

第３回 平成１８年１２月２０日

テーマ： 家庭医療・地域医療・へき地医療－その現状と将来」「

講 師：山田隆司 地域医療振興協会 地域医療研究所 所長

第４回 平成１９年１月１０日

テーマ： 青森県の地域医療－現場からの提言・地域医療の方法論」「

講 師：松岡史彦 青森県六ヶ所村 尾駮診療所 所長

（２）早期体験学習や臨床実習における地域医療と接する授業科目

〔 〕1) 臨床医学入門実習 早期体験実習 アーリー エクスポージャー〔 （ ）〕 資料８

１年次前期に集中授業として行う臨床医学入門実習の目的は，医師を目指す

動機を改めて自覚するとともに，医療現場での使命感を体得することにある。

そのため本実習では，患者，心身障害者，老人などの看護や介護，介助の見学

あるいは直接参加を通して，医学生としての人間性を養い，学習意欲を向上さ

せることに努めている。学外実習は，肢体不自由児施設，心身障害者施設，特

別養護老人ホーム，老人保健施設，養護老人ホーム，精神薄弱者更正施設，精

神薄弱者授産施設，精神薄弱者入所施設，特別支援学校及び乳児院などで行っ

ている。また，本実習において学生の受入れをしている施設に対しては，感謝

状を贈呈するなど，より一層の連携を深めている。

〔資料９〕2) 臨床実習Ⅱ（クリニカル・クラークシップ）

診療参加型臨床実習である６年次前期に行う臨床実習Ⅱ（クリニカル・クラ

ークシップ）において，地域医療の重要性及び必要性をより一層理解させるた

めに，平成１９年度から全１２週間の実習期間のうち，４週間は必ず青森県内

のへき地診療機関を含む地域の医療機関で実習を行う期間として義務付けた。

また，クリニカル・クラークシップによる地域医療実習のまとめである学生
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のプレゼンテーションの一部を，テレビ会議システムにより，地域医療機関か

ら本学に送信し，地域医療機関の指導医と本学の教員が共同して学生の評価を

行っている。

なお，対象となる地域医療機関の決定及び実習生受入れに係る打合せ等の業

務については，青森県健康福祉部との連携により円滑に進めている。平成１９

年度からの地域医療実習義務化に伴い，平成１９年１月１２日に青森県庁にお

いて地域医療機関指導医を対象としたＦＤ（説明会）を実施し，実習目的や指

導方法について検討し，周知を図った。

（３）その他の取組み

〔資料10〕1) 青森へき地医療クリニカル・フェローシップ（医療人ＧＰ）

青森へき地医療クリニカル・フェローシップは，平成１７年度に文部科学省

の「医療人ＧＰ」として採択された事業であり，本学医学部附属病院地域医療

支援センターがへき地医療への意欲を持つ医師に対して，それぞれの応募者の

経歴や希望を踏まえ作成した１年間の研修プログラムに基づき，関連教育病院

， 。で研修してもらい 実際にへき地で通用する医療従事者を育成するものである

， ，また 本学附属病院とへき地病院間に遠隔診療データ通信システムを設置し

へき地医療機関赴任後も，本システムを通じての相談に応じるなどの継続的支

援を行っている。

地域医療支援センターは，医療人ＧＰ支援期間終了後も継続的に活動し，必同

要に応じて活動内容の見直しを実施する。

〔資料11〕2) 地域医療型クリニカルクラークシップ教育（現代ＧＰ）

地域医療型クリニカルクラークシップ教育は，平成１８年度に文部科学省の

「現代ＧＰ」として採択された事業であり，本学医学部医学科，弘前市及び青

森県総合検診センターの共同運営による岩木健康増進プロジェクトを教育フィ

ールドとして，それぞれの機関が連携協力することにより調査・活動をしてい

るものである。

本事業は，保健活動の立案・実践の過程で，地域医療を包含した視点が必要であ

り，このことが学生に対する地域医療の教育実践と直結する。すなわち医学部医学

生に対する地域医療教育は，地域住民の健康を包括的に学ぶ中でなし得るという観

点に立脚している。

クリニカルクラークシップ教育は，平成平成１８年度から導入した地域医療型

１９年度からは必修化（４週間）しており，今後も地域医療関連の教育を充実

させて行くこととしている。
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４ 地元高等学校及び青森県との連携

（１）地元高等学校との連携（アドバンスドプレイスメント）

〔資料12〕1) 青森県内高等学校進路指導担当教諭との懇談会

毎年７月に青森県内高等学校進路指導担当教諭との懇談会を開催し，前年度

の入学試験全般の結果報告及び次年度の入学試験実施方法について説明を行う

とともに，高等学校からの意見や希望についても検討を行っている。特に推薦

入学者選抜に取り入れている青森県内枠については，その趣旨と状況の周知に

努めている。また，個別に高等学校側から要請がある場合には，医学部長や入

試担当教員が高等学校側に出向いて医学部医学科志望者に対して講演や説明を

行い，医学・医療の本質や医学部医学科の教育・研究内容及び入試制度につい

て理解してもらうとともに，高等学校側からの質問・要望に答え，医学部医学

科受験等について理解を深めてもらうよう努めている。

〔資料13〕2) 医師を志す県内高校生及び保護者と医学部医学科との懇談会の実施

本学医学部医学科への進学者を増やし，青森県の医師不足解消を図ることを目的

に，平成１６年度から青森県立青森高等学校をはじめ県内高等学校の医師を志す高

校生及び保護者を対象に本学医学部医学科との懇談会を毎年１回開催している。

懇談会は，本学学長が講師として出席し，医師を志す高校生への助言などについ

て講演を行ったり，本学大学院医学研究科教授が医学部医学科の教育内容や入試制

度について説明を行うなど高等学校側の要望に応える形で開催しており，高校生が

医師という職業を身近に感じ，目標を明確に持てる機会として，高校生から高い関

心を呼んでいる。

〔資料14〕3) 弘前大学医学部医学科オープンキャンパスの実施

本学では，北東北３県（青森県，岩手県，秋田県）及び北海道の高校生，保護者

及び高校関係者等を対象に，本学の教育・研究内容等を直接聞く，見る，体験でき

る機会として毎年１回（平成１９年度からは年２回開催予定）オープンキャンパス

を開催している。医学部医学科では，模擬講義，現役医学部生と直接語り合える学

生コーナー，青森県健康福祉部による医師修学資金貸与制度の説明会，医学部附属

病院の施設見学と業務紹介並びに高校生，保護者及び高校関係者等との意見交換会

を実施し，医学部医学科への理解を深めてもらえるよう工夫を続けている。

なお，本学医学部医学科オープンキャンパスへの参加者数は，毎年４００名を超

えており，高校生，保護者及び高校関係者等の本学医学部医学科への関心の高さが

現れている。

〔資料15〕4) 弘前大学ドリーム講座の実施

青森県内の高校生を対象に「学ぶこと」の魅力，学ぶことを通じて自分たちの将

来の夢について考えを深める機会を提供することを目的として，平成１６年度から

青森県内高等学校（毎年７校程度）に対して「弘前大学ドリーム講座」を実施して

おり，高校生に大学での講義を実体験してもらっている。
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同講座は，従来からの各学部単位で行ってきた出前講義とは一線を画し，高等学

校側からの希望に沿って，弘前大学そのものが各高等学校に移動するという形で実

施している。講師は，学長をはじめとして各学部から選出された複数の教員で編成

され，複数の講座が同時並行で進行する形で行われている。

〔資料16〕5) 平成１９年度医学部入学促進対策事業

青森県では，県内の医師不足解消のため，高校生を対象とした段階的な事業

を展開し，医学部入学者増の強力な推進を図るため，本学医学部医学科と連携

し，本学のオープンキャンパスなどを利用しながら「夢実現・意欲を高める講

話と特色あるへき地等医療施設見学会の開催」など４つの事業を実施する予定

である。

（２）青森県との連携

〔資料17〕1) 青森県による医師修学資金支援事業

青森県では平成１７年度入学者から，本学において医学を専攻する者で，将

来本学医学部（附属病院を含む ）又は青森県内の自治体医療機関に医師とし。

て勤務しようとする者に対し，修学に必要な資金を支援することにより，主に

青森県出身者の修学機会の確保に資するとともに，卒業後，青森県内の指定医

療機関に一定期間勤務したときに修学資金の返還を免除することにより，青森

県内の医師の充足を図ることを目的に入学料及び授業料並びに奨学金の支援を

開始した 〔入学年度ごとの 一般枠１５名，特別枠５名，学士枠５。 募集人員：

名 計２５名〕

現在の修学資金受給者は次のとおりとなっている。受給者の募集，決定は青

森県が行っているが，学内においても学生に宣伝，周知を十分図っている。

平成１７年度入学者

一般枠 １２名

特別枠 ９名（１７年度のみ１～３年次各５名の募集）

学士枠 ２名

平成１８年度入学者

一般枠 １０名

特別枠 ５名

学士枠 ５名

平成１９年度入学者

一般枠 １０名

特別枠 ５名

学士枠 ５名

) その他の連携事業2
○青森県健康福祉部・弘前大学医学部連絡会の開催（年３回程度）

○医学振興研究推進開発支援事業（受託研究）の実施
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○医師研修事業（救急医研修）の実施

○青森県知事と弘前大学医学部医学科新入生との懇談会の実施

○青森県知事講演会（弘前大学医学部医学科５年次学生対象）の実施

○フライト・ナース体制整備・推進事業における救急研修に関する調査研究

（受託研究）の実施

○卒後臨床研修に関する諸関連業務の実施

○あおもり地域医療・医師支援機構に関する諸関連業務の実施

５ 臨床研修内容の充実及び専門医研修受入れ増の対策

（１）臨床研修での地域医療に関する内容の充実

本学医学部附属病院卒後臨床研修プログラムの２年次研修科目「地域保健・医

療」の研修先として，大間病院，六ヶ所村尾駮診療所，外ヶ浜中央病院といった

へき地診療機関に研修協力施設として参加してもらい，研修医の希望により，へ

き地医療機関で「地域保健・医療」研修ができるようにする。このことにより，

研修医は学生時代に訪れた馴染みある施設で卒後「地域保険・医療」研修ができ

るようになり，また同時に同施設で研修医が６年次学生を指導する「地域立脚型

卒前・卒後連携屋根瓦教育」を形成することができ，医師の地域への一層の定着

が期待される。

（２）専門研修の受入れ人数を増やすための対策

目指すべき専門医資格に合わせたプログラム内容及び大学院社会人入学を利用でき

専門医養るローテートを設定することで，個々のニーズにあったプログラム構築の

成プログラム冊子及び同広報冊子（Ｑ＆Ａ）を作成し，卒業生並びに東北地区で

卒後研修を行っている研修医に配付するとともに，卒後臨床研修説明会に合わせ

て専門医養成プログラムの説明会を実施している。

また，青森県内の臨床研修病院に対しては，本学の専門医養成プログラムに進むよ

う研修医に働きかけてもらうよう協力依頼している。

後期研修プログラム「家庭医療専門医養成コース」は，日本家庭医療学なお，

会の公式認定プログラムとなっている。

６ 今後取り組む予定の更なる地域医療貢献策

研修医のためのプライマリ・ケア セミナーの配信（１）

本学医学部附属病院卒後臨床研修プログラムの一環として，定期的に行ってい

「 」 ，る 研修医のためのプライマリ・ケア セミナー をテレビ会議システムにより

県内のへき地医療機関である大間病院，六ヶ所村尾駮診療所及び外ヶ浜中央病院

並びに県内及び同一医療圏であるむつ総合病院，西北中央病院，大館市立総合病

院といった基幹診療機関に配信し，これらの医療機関における診療と医療従事者

の教育に役立ててもらう。
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本学医学部附属病院を日本プライマリ・ケア学会の公認研修施設とするなお，

よう現在認可を申請中である。

（２）女性医師の定着対策

) 学内保育所の設置1
平成２０年４月に本学教職員を対象とした２４時間体制の学内保育所を，本学医

学部が立地する本町キャンパス内に設置し，女性医師が継続して仕事に従事できる

体制を整備中である。

) 病院機能集結型女性医療人支援プログラム－女性医療人支援センターによ2
るテーラーメイド育児サポートシステム－（医療人ＧＰ）の申請

学内保育所の開設と同時に，女性医療人が安心して妊娠・育児を行えるよう「女

「医療人ＧＰ」に申請性医療人支援センター」の整備を平成１９年度文部科学省

中である。

「女性医療人支援センター」には，①長く医療現場を離れていた女性医療人にテ

ーラーメイド式の再教育プログラムの提供，②妊娠中及び育児中の専門医によるフ

ォローアップ，③子供の病時に大学病院機能を有効に活用するためのコーディネー

ト機能，④子供へのテーラーメイド式の情操教育の場の提供，⑤男性医療人に対す

る女性への理解・協力の啓蒙活動などを行う機能を持たせることにより，妊娠・出

産・育児のための離職期間の最短化と育児後の復帰支援を可能とし，女性さらには

男性医療人にとっても良好な医療従事環境を形成するシステムとなっている。

なお，同医療人ＧＰの申請と平行して，教職員及び学生を対象とした女性医師の

臨床現場定着及び復帰支援のための講演会を開催し，女性医師定着のための啓蒙を

〔資料18〕図っている。
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